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ルールを壊して、ルールを創る。

「売りに行く」から「買いに来ていただく」

買っていただいてから始まる、一生涯のお付き合い

属人的要素をなくし、組織でのお付き合い

株式会社アドバンスクリエイト
代表取締役社長
濱田　佳治

　保険は、マイホームに次いで「人生で二番目に高い買い物」
と言われるほど高価な商品です。それでも、日本国民の9割は
何らかの保険に加入しています。
　その理由は、保険が貴方の大切な人を守る「愛情の経済的
表現手段」であり、貴方が「有限の人生」で「無限の可能性」に
挑戦するために欠かせない「安心の金融商品」だからです。

　一方、かつての日本には、自分に必要な保険を自由に選べる
場所がありませんでした。1995年、わたしたちアドバンスクリエ
イトが、「消費者が選ぶ保険のマーケット」を創造するまでは。

　保険を「売りに行く」ものから「買いに来ていただく」ものに
したい。創業以来、当社が行ってきた数々のビジネスは、徹底し
た「顧客志向」「買い方の論理」に基づくものでした。
　現在では、お客様が「自ら保険を選ぶ」ことは当たり前になり
ました。当社が運営している国内最大級の保険選びサイト「保
険市場」では、90社以上の保険会社が提供する数百種類の保
険の中から、お客様のニーズに最も適した保険をお選びいた
だけます。また、保険相談を希望されるお客様には、全国のコ
ンサルティングプラザや協業代理店、オンライン面談など、多
様なチャネルでコンサルティングを行っています。

　アドバンスクリエイトは、「人とテクノロジーを深化させ進化
する会社」です。人的資本経営をDXにより加速させ、真の消費
者志向の「保険の小売業」を目指し、これからも「新たな保険
流通市場の創造」と「新しいライフスタイルを提案」し、社会に
貢献すべく精励してまいります。

保険業界に
革命を

01 02



INFORMATION

基本理念
“最適・快適な購買環境で、 
簡単便利に保険を購入いただく”

企業理念

「スピード・信用・気配り」 「凡事徹底」
「積小為大」 「不易流行」

“人生は有限、可能性は無限 !”

人生とは時間です。今、この瞬間を懸命に生き抜くことで、価値ある人生は生まれ
ます。私達は、今を生き抜く人に、保険という愛情の経済的表現手段を最高のサー
ビスで提供するとともに、無限の可能性を創造する人材を育成することで永続的に
社会に貢献してまいります。

使命
真の消費者志向の「保険の小売業」を目指し、積極的な人材育成と不易流行の企
業文化の醸成を図り、高品質なサービスを提供することにより、地域・社会に貢献
し信頼される企業となり、保険販売業の新しい在り方を提案します。

社是

社名の由来 「着眼大局 着手小局」
～大胆に創造（Create）し、着実に前進（Advance）する
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　この度、当社は第2回となる統合レポート「アドバンスクリエイトINTEGRATED REPORT 2022」を作成いた
しました。2021年度の初めての統合レポートの作成にあたっては、IFRS財団「国際統合報告フレームワーク」を
参照いたしました。本年は同フレームワークに加え、経済産業省「価値協創ガイダンス2.0」、同「人材版伊藤レポー
ト」などの指針を参考に、統合レポートの策定にあたりました。情報開示には、まだ至らぬ点もありますが、社内
外のステークホルダーの皆様との建設的対話を続けながら、より充実した情報開示と情報交換に努めてまいり
ます。皆様のご指導ご鞭撻を賜りたく、何卒よろしくお願い申し上げます。
　第2回となる今回の統合レポートでは、アドバンスクリエイトの人的資本経営について、特に力を入れてお伝えさ
せていただきました。創業者であり代表取締役社長である濱田佳治は、「人こそ全て」という信念に基づき、1995
年の創業以来、人的資本経営を徹底してきました。言葉だけではなく、その強い信念に基づく社員教育、人財投
資、社員待遇、就業環境充実などの施策は、当社の比類なき強固な人的資本と労働生産性により、同業他社を大
きく上回る労働生産性と社会価値の創出につながっていると考えています。
　投資家様を始めとするステークホルダーの皆様にとっては、私たちの情報開示はまだまだ至らぬ点が多いとお
考えのことと存じます。今後も、企業経営の高度化と情報開示の充実を図っていく所存です。

2023年3月
INTEGRATED REPORT 2022編集部

アドバンスクリエイトINTEGRATED REPORT 2022編集方針

　平素はアドバンスクリエイトの事業活動へのご理解、
ご支援をいただき、誠にありがとうございます。アドバン
スクリエイトINTEGRATED REPORT 2022は、私た
ちの2号目となる統合レポートです。
　本レポートは、総合企画部が中心となり、社内の幅
広い関係部署と連携し作成しています。
　私はレポートの制作責任を担う管理本部担当役員と
して、その作成プロセスが正当であり、かつ記載内容
が正確であることを表明します。これからも更なる充実
に努めてまいりますので、本レポートをお読みいただい
た皆様のお役に立てますと幸いです。

取締役管理本部長
横山欣二
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「保険市場 コンサルティングプラザ」は完全個室の相談ブース、キッズルームなどを
完備し、当社社員による高品質なコンサルティングをお客様に提供しています。

国内最大級の保険選びサイト「保険市場」は、保険に関するあらゆる情報の提供
を通じて、常に新しい保険流通市場を創造し続けています。

保険に関するあらゆる収益機会を獲得するべく、保険代理店事業をはじめ、
ASP事業、広告関連事業（メディア事業・メディアレップ事業）、再保険事業と、幅
広くビジネスを展開しています。

MANAGEMENT · MESSAGE

統合レポートの発行にあたって

代表取締役社長

　代表取締役社長の濱田でございます。まずはこの場をお借り
して、お客様、お取引先様、株主様、社員をはじめ、日頃当社を支
えていただいている全てのステークホルダーの皆様に、心から
感謝を申し上げます。誠にありがとうございます。
　この統合レポートでは、当社創業時の理念、「買い方の論理」
を追求したビジネスモデルの変遷、サステナビリティ課題への
取り組み、人財育成についてご説明しております。本レポート
が、当社をご理解いただく一助となり、皆様と当社の絆を一層
深めることに繋がれば、と願ってやみません。

創業時の理念

　株式会社アドバンスクリエイトは、1995年10月4日、大阪市
中央区瓦町にあるワンルームマンションの一室で産声を上げま
した。社名の由来は「着眼大局、着手小局」です。大胆に創造し、
着実に前進する。そんな想いを込めて、「アドバンスクリエイト」
と名付けました。生命保険は「人生で二番目に大きな買い物」な
どと言われますが、創業当時、保険の販売チャネルは極めて限
定されており、多くの方は、必要な情報もなく比較もしないまま、
薦められる保険に入られていました。消費者が保険商品を自由
に選び、納得して買い求められるような環境を創り出さなければ
ならない。そんな想いから、当社は「保険という『愛情の経済的
表現手段』を、最高のサービスで提供する」ことを理念に掲げ、
真の消費者志向の「保険の小売業」を目指し、保険代理業の新
しい在り方を提案してまいりました。全ての出発点がこの創業
時の想いにあります。この想いを実現するため、当社は様々なビ
ジネスモデルを生み出しながら、進化を続けてまいりました。

「買い方の論理」を追い求めた
ビジネスモデルの変遷

１．ポスティングと店舗の全国展開
　創業から2年が経過した1997年、当社はその後の礎となる事
業を始めました。ポスティング（チラシ配り）による保険募集で
す。当時、1,000枚のチラシを配ると、確率的に1件の資料請求
がありました。資料をお送りしたお客様の2割からお申し込みが
あり、残る8割の方も継続的にアプローチすれば、一定の割合
で契約に至りました。ポスティングによるデータベース・マーケ
ティングを追求し、一方で配布コストを極限まで下げる努力を
重ねることで、当社は2年余りで、当時の新聞発行部数を超え
る全国的なポスティング網を構築するに至ります。このビジネス
モデルによって、 2002年4月23日、創業から僅か6年半で、専
業保険代理店として我が国初の上場を果たしました。その後、
資料請求いただいたお客様に対面でのコンサルティングを行う
ことを目的に、来店型保険ショップを出店いたしました。当時は
「保険のコンビニエンスストア」を標榜し、業界に先駆けて保険
ショップを日本全国に展開。ピーク時の2006年には、197店舗
を展開するに至りました。しかし、急速な業容拡大に社員教育
が追いつかず、サービスの質の低下を招きました。この反省か
ら、創業時の理念に回帰して「質への転換」を掲げ、ハード・ソフ
トともに最高のサービスを提供できるよう進化を続けてまいり
ました。それまでポスティングで行っていたお客様への情報提
供をWEBサイトへ移行し、戦略領域をリアルからサイバー空間
へと転換。全国展開を行った来店型保険ショップは、全国11拠
点に限定し、「ランドマーク戦略」を推進。東京「丸の内パークビ
ルディング」や「横浜ランドマークタワー」、大阪「あべのハルカ
ス」など各都市のランドマークとなるオフィス・商業ビルの中高
層階に、プライベートバンクや高級ホテルのラウンジのようなコ
ンサルティングプラザを設置いたしました。

２．オンラインとオフラインの融合
　保険を「売りに行く」から「買いに来ていただく」ものにするべ
く「買い方の論理」を追い求めた結果、当社は現在、OMO
（Online Merges with Offline、オンラインとオフラインの融合）
戦略を推進しております。
　旧来型の保険販売は、親戚や友人・知人などの「地縁・血縁」を
頼りに保険の勧誘を行ったり、テレビCMなどで知名度を高め、
保険ショップに来店いただけるようにするなど、「お客様を見つけ
る」ことに多くの時間と費用を使っています。また、ベテランの募
集人がお客様と直接何度もお会いし、膨大な量の紙のやり取り
を経て、ようやく保険加入に至ります。
　当社での保険購買プロセスは、これとは全く異なるものです。ま
ず、お客様の方からWEB（保険選びサイト「保険市場」）経由で当
社にアクセスされる点が決定的に異なります。需要の無いところ
に保険を「売りに行く」のではなく、顕在化した需要をお持ちのお
客様に「買いに来ていただく」体制です。来ていただいたお客様に
は、LINEやSMS、アバターなど様々な方法でアプローチし、保険
のコンサルティングを行うアポイントをいただきます。そして、コン

サルティングをする前に保険証券管理アプリ「folder」をダウン
ロードいただき、既契約の情報をご提供いただくことで、効率的な
コンサルティングを可能にしています。また、オンライン保険相談
システム「Dynamic OMO」と、オンラインで申込手続きが可能な
リモートペーパーレスにより、実際にお会いすることなく、実面談
と同等のコンサルティングを受けていただくこともできます。ペー
パーレスとオンラインにより、圧倒的な高効率、かつ、環境負荷の
少ない保険募集が可能となりました。また、実際にお会いしてのコ
ンサルティングを希望されるお客様や、保険業法上、対面での説
明が義務付けられた保険商品をご希望のお客様には、全国11か
所に設置しております当社の直営コンサルティングプラザ、または
全国の協業代理店にて、最高のサービスをご提供しております。

３．保険に関する様々なビジネスを展開
　当社は、これまで培ってきた強みを活かし、他に例をみないユ
ニークな事業ポートフォリオを構築してまいりました。保険代理
店事業を主軸として、そこから派生した様々な事業が、当社の収
益を支えています。
　当社が運営する国内最大級の保険選びサイト「保険市場」に
は、一日10万人のお客様が訪れます。この集客力が生む「広告
媒体としての価値」を活かし、保険会社から広告を受注するのが
メディア事業です。また、当社がこれまで培ってきた「保険に特
化した」独自のWEBマーケティングのノウハウを活かして、保険
専業の広告代理店事業（メディアレップ事業）も展開していま
す。いずれも子会社である株式会社保険市場が事業運営を行っ
ており、近年大きく成長している事業セグメントとなっています。
　再保険については、ハワイに子会社を設立し、当社が販売し
た保険契約の再保険を引き受けています。保険代理店が保険
のリスクを引き受けるこのスキームは、世界を見渡しても類例の
ない当社独自のものであり、常にお客様本位を貫いてきた当社
ならではのビジネスモデルと言えます。そして、2018年には
ASP事業を立ち上げました。当社が開発したソフトウェアは、保
険に特化した、使い勝手がよく競争力の高いものです。これを

本社1階には、創業時のワンルームマンションを再現した「創業の部屋」がありま
す。創業の志を後世に伝える社員教育の場として活用しています。
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大阪マラソンへの協賛や関西大学寄附講座の開講など、地域に根差した社会貢
献活動を続けています。

外部に販売し、サブスクリプション方式によるストック収入の積
み上げを図っています。
　BPO事業は、当社が培ってきたSNS、SMS等のテキストコ
ミュニケーションのノウハウを活用し、他の保険会社や保険代
理店の顧客に対する保全業務を請け負う事業です。現在は独
立したセグメントにはなっておりませんが、今後の当社を担うビ
ジネスの柱として、継続的な業務受注によるストック収入の増
大を目指してまいります。
　各事業については、この統合レポートで詳しく解説している
他、ビジネスを現場でリードしている若手の幹部社員が詳しく
説明をしています。ぜひそちらもご覧ください。
　このユニークな事業ポートフォリオをより一層強化し、総合金融
情報サービス業として、一段上のステージを目指してまいります。

４．ビジネスモデルの更なる進化
　当社は「最適・快適な購買環境で、簡単便利に保険を購入い
ただく」基本理念の実現に向け、昨年も様々な取り組みを行っ
てまいりました。
　まず、2022年は名古屋、梅田阪急、仙台、東京、福岡のコンサ
ルティングプラザをリニューアルし、より多くのお客様に、より
快適に保険相談いただける体制を構築いたしました。
　そして、保険を求めるお客様にしっかりとアプローチできるよ
う、コールセンター部門の増床・増員も行いました。これらの成長
投資の結果、当社は2023年9月期、更なる飛躍を見込んでいます。
　2022年7月には、大阪大学基礎工学研究科の石黒浩教授が
代表を務めるスタートアップAVITA株式会社と提携し、アバター
を用いた保険に関する新たなサービスを開始いたしました。人
と関わるアバターの研究開発を20年以上も行ってきた石黒教
授のノウハウを用い、お客様とのコミュニケーション方法の一つ
としてアバターを活用することにより、お客様の緊張を和らげ、
スムーズな相談を実現しています。今後は、子育て中の社員や
高齢者、障がい者などが活躍しやすい環境を構築したり、面接
の緊張感を緩和し、学生がより自分を発揮しやすい新たな採用
イベントでの活用も構想しております。

MANAGEMENT · MESSAGE

　また、昨年は福岡証券取引所、札幌証券取引所への重複上場も
行いました。九州地区、北海道地区での知名度を高め、福岡、札幌
のコンサルティングプラザでの営業活動を強化し、当該地区のお
客様へ最高のサービスを提供すると共に、当該地区での採用活動
を積極的に実施し、九州経済、北海道経済に貢献してまいります。
　加えて、損害保険分野の取り組みについても強化しております。
保険業界において、生命保険と損害保険は別分野の商品として
扱われており、保険会社や代理店の営業職員、保険ショップ、自動
車ディーラー、不動産会社など、保険種類ごとに、その販売経路も
分断されています。しかし、お客様にとってはどちらも「保険」であ
ることに変わりはありません。「生命保険の保険料を安くしたい」
なら、同時に「損害保険の保険料も安くしたい」と考えるのが一般
的です。当社は、こうしたお客様のニーズを満たすべく、生命保険
と損害保険のクロスセリングを目指す取り組みを進めています。

サステナビリティ課題への対応

　事業の持続可能性、ひいては会社の存続を考えるにあたり、サ
ステナビリティの観点は重要です。持続可能な地球環境や社会
生活の実現は、当社の事業活動の前提となります。そして、当社
の事業活動は、経済的価値だけではなく、様々な社会的価値も
生み出してきました。いくつかの事例をご紹介したいと思います。

【Environment～環境～】
　当社は、オンライン保険相談とペーパーレスによる新しい保
険購買プロセスを、業界に先駆けて確立しました。このプロセス

はお客様の利便性を高めると共に、紙使用量の削減や、移動に
係るCO2排出量の削減を通じて地球環境の保全にも貢献し、
また従業員の働きやすさを向上させています。

【Social～社会～】
　社会課題の解決に必要なのは、まずは「人財」です。性別や年
齢、国籍などに関わらず社員が活躍できる環境を整えているこ
とはもちろん、女性活躍推進法に基づく優良企業として、厚生
労働大臣より「えるぼし」認定の3つ星を取得しております。社
内託児所の設置、男性育休取得目標の導入なども積極的に進
めております。当社は今後も無限の可能性を創造する人財を育
成することで、永続的に社会に貢献してまいります。ステークホ
ルダーとの価値協創では、大阪マラソンや新日本フィルハーモ
ニー特別演奏会への協賛、関西大学での寄附講座の開講、里
親支援を行うNPO法人「日本こども支援協会」の支援などの活
動を行っています。

【Governance～ガバナンス～】
　コーポレート・ガバナンス体制の構築にも積極的に取り組ん
でいます。特に、ガバナンスの実効性を確保するため、独立性・
客観性の高い社外役員を多く配置しています。現在、取締役の
半数、監査役の過半数が社外からの招聘です。取締役会がその
責務を十分に果たせるよう、任意の指名・報酬委員会をはじめ、
各種の委員会と連携しながら、持続可能な経営、中長期の企業
価値向上に資する体制を築いてまいります。当社のコーポレー
ト・ガバナンス体制については、この統合レポートの中田独立
社外取締役のインタビューもぜひご一読ください。
　法令順守や企業倫理の徹底など、コンプライアンスの強化に
も努めています。保険業法をはじめ関係法令に適応した保険募
集管理体制の強化に、継続的に取り組んでおります。オンライ
ン保険相談はその一つの到達点です。相談内容は録音・録画さ
れており、リアルタイムでのモニタリングが可能です。指摘事項
のフィードバックを速やかに行うことで、保険募集に関するコン
プライアンス体制を継続的に改善、強化してまいります。高品
質経営の追求は、私たちアドバンスクリエイトが最も重視してい
る価値観の一つです。

人財育成

　2020年の「人材版伊藤レポート」の公表をきっかけに、人的
資本経営を重視する企業が増えています。「人材版伊藤レポー
ト」では、経営戦略と人事戦略の連動、企業理念や価値観の社
員への浸透、長期ビジョンに基づく人財育成などの重要性が指
摘されています。これらは、まさに当社が実践してきた施策であ
り、レポートの提言には大きく頷けます。

　当社は「人こそ全て」と考え、全ての礎となる「人」の教育に最
も注力しております。まず、新卒社員への教育研修は、入社から
半年間、時間をかけて行います。そこで教えるのは保険の知識
や売り方ではなく、トップマネジメントである私自らが、当社が
大事にしている企業理念や価値観を説明して社員と共有しま
す。また私は、社員有志が参加する勉強会「寺子屋」を毎朝欠か
さず続けています。世界経済や国際政治の情勢が当社にどのよ
うな影響を及ぼすのか。それにどう対応するべきなのか。目まぐ
るしく変化する世界において、「変化に進化で立ち向かう」人財
を育成することが、当社の永続を担保すると考えています。
　社員の待遇や職場環境整備も充実しています。当社は、保険
代理店としては珍しく正社員全員を固定給とし、またコーポレー
ト部門およびコンサルティングプラザについては土曜・日曜・祝
日を休業日としています。給与水準も、保険会社を含めた大手
金融機関と遜色ない水準となっています。給与体系、福利厚生、
そして教育研修に至るまで、社員が本来の力を発揮できるよう
最大限のサポート体制を敷いています。これからもこうした体制
を基盤に、継続した社員教育を通じて企業文化の醸成と継承、
そして後継者の育成を図ってまいります。
　この統合レポートでは、ここまで述べてきた当社のビジネスモデ
ル、成長戦略、ESGからみた私たちの活動などについて、詳しくご紹
介しております。これらが皆様の当社理解の一助となり、より良い
コミュニケーションのきっかけとなることを心から願っております。 
最後になりましたが 、「新たな保険流通市場の創造」という創業の
想いを実現すべく、役職員一同、これからも業務に精励してまいり
ます。倍旧のご愛顧を賜りたく何卒よろしくお願い申し上げます。

アバターを活用することで、お客様の緊張を和らげ、スムーズな
相談を実現しています。

「人こそ全て」の教育方針のもと、創業経営者自らが社員教育にあたり、企業文
化の醸成と継承を図っています。
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持続可能な成長戦略

対応する」ことを旨として、「完璧より最速」を追求しながら常に
ビジネスモデルを変革させてきました。これが経常利益率
17.0％、ROE18.9％という同業他社に比して高収益性と高品
質性を持続できている理由の一つです。
　当社の歴史は、1996年の保険業法改正後の規制改革の歴
史と歩みを同じくしており、規制改革によって誕生した革新的な
ビジネス機会を成長の源泉としてきました。創業から上場まで
の時期には、創業直後の法人営業と、1997年から始めたポス
ティングによる通信販売が当社の主要なチャネルでした。現在
では、全国に3万件を超える保険ショップがありますが、いわゆ
る「来店型保険ショップ」の全国展開は、当社がファーストラン
ナーとして2004年に出店した当時は全く新しい業態でした。当
時、保険は「売りに行く」ものであり、「自ら保険を買いに来る人
は、リスクが高いからお断りした方がいい」とまで言われていた
時代です。
　また、当社の歴史はIT革命が急進展した時代とも重なります。
IT革命の加速とともに、保険募集の入り口はポスティングチラシ
という紙媒体からインターネットに代わり、お客様のデバイスも

　専務取締役 業務開発本部長の櫛引でございます。日頃より、
当社の事業戦略を深くご理解いただき、当社にご協力いただい
ているお取引先様、投資家様をはじめ、全てのステークホルダー
の皆様に、この場をお借りして改めて深く感謝申し上げます。
　当社は、1995年の創業以来、「保険業界に革命を起こす」と
の志をもって事業活動を行ってきました。当社の創業当時、保険
販売のビジネスモデルは、大量の営業社員を集めて消費者に保
険を「売りに行く」という、労働集約型の「売り手の論理」が優
先される仕組みでした。しかし、世の中が求めていたのは、消費
者が様々な情報を比較検討でき、保険商品を自由に選び、納得
して買い求められるような環境でした。
　当社が保険業界に起こした革命は、一つには、新たな保険販
売チャネルを次 と々開発することにより、保険を「売りに行く商
品」から「買いに来ていただく商品」へと変えたことです。お客様
のニーズを的確に把握し、お客様一人ひとりに適した保険の情報
を提供することにより、保険を「買いに来ていただく商品」へと変
えることができました。続く革命は、保険販売業のビジネスモデル
を労働集約型から情報集約型へと大きく転換させたことです。
「インシュアテック」という言葉に象徴されるように、保険業界
は、労働集約型産業から情報・技術集約型産業へと変貌を遂げ
つつあり、当社はその先駆けとして取り組んでまいりました。人の
数に頼るのではなく、人の質を高めること。自動化できるところ
はIT化、DX化を進め、その分一人当たりの生産性・付加価値を高
めていくこと。当社が1995年から取り組んできた考え方が、今や
保険業界のスタンダートを変えつつあります。
　そして、まだ道半ばではございますが、「保険代理業の産業
化」にも取り組んでまいりました。当社が上場するまでは、「保険
代理店に革新性などない」「保険代理店が上場できるわけがな
い」と言われておりましたが、2002年に当社が上場して以降、保
険代理店の上場は珍しいものではなくなりました。創業以来、当
社は、こうした保険業界の近代化や保険代理業の社会的地位
の向上にも、大きく貢献してきたと考えています。

規制改革とIT革命に合わせた
ビジネスモデルの進化

　当社のビジネスモデルについて説明をさせていただきます。
当社は、技術革新や社会情勢の変化に対応し、「変化に進化で

パソコンからスマートフォンへと変わっていく中で、保険販売の
チャネルも一段と多様化が進みました。当社は、保険選びサイト
「保険市場」で保険相談から契約まで完結できる一気通貫型の
サービスを提供し、ポスティング時代から経験と技術を蓄積して
きた通信販売やネット完結型保険のご提供、当社直営の「コンサ
ルティングプラザ」での対面販売、コンサルティングプラザの出
店エリア外のお客様には、当社が提携している全国の代理店ネッ
トワークでの対面販売など、様々なお客様に対して最善の保険
を提案・提供できるチャネルを構築しています。
　なお、最盛期には全国に197店展開していた来店型保険
ショップは、2007年以降の大胆な売却と統廃合を経て、現在で
は全国11拠点のコンサルティングプラザへと進化しています。
店舗の売却・統廃合の理由は、急速な業容拡大に社員教育が
追い付かず、サービスの質が落ちたことへの反省ですが、そこに
は同時に、IT革命の急伸に合わせたビジネスモデルの転換とい
う側面もありました。ポスティングを開始した当初、チラシを
1000枚配ると1件の資料請求がありました。また、保険に関す
る情報を取得する機会が限られていた中では、街中にある「保
険ショップ」にはたくさんのお客様がいらっしゃいました。しかし
インターネット普及に合わせて、紙媒体によるポスティングの集
客効果は低下し、お客様はショップへの来店ではなく、ネットで
情報収集をされるようになりました。事実、2007年には、当社の
Webへの積極投資の効果も相まって、ネットによる資料請求数
がポスティングによる資料請求数を上回りました。ネットへの大
転換は、保険ショップの統廃合という痛みを伴うものでもありま
したが、会社を継続するためには必要な決断だったと考えてい
ます。

最先端インシュアテック企業だからこそ
実行できるOMO戦略

　ビジネスモデルを更に進化させるため、当社が事業戦略とし
て進めているのが「OMO（Online Merges with Offline、オンラ
インとオフラインの融合）」戦略です。ITの進歩により、お客様
はオンラインとオフラインを自由に行き来される時代になりまし
た。お客様の目線に立ち、お客様のニーズに応じて、オンライン
では「究極の利便性」を、オフラインでは「最高の感動体験」を
提供する。これが、「買い方の論理」を追求してきた私たちが行
き着いた、OMO戦略の姿です。
　そして、OMO戦略に基づくビジネスモデルも、常に進化を続
けています。最近、大きな成果を上げたのは、オンライン保険相
談システム「Dynamic OMO」の開発です。オンラインで保険相
談されるお客様の約7割はスマートフォンを使用されています。
「Dynamic OMO」は、スマートフォンでの保険相談に特化した
機能を数多く搭載し、お客様の利便性を劇的に改善すると同
時に、圧倒的な効率性と収益性の改善を実現しました。実際、
2020年10月の「Dynamic OMO」導入前後で、当社のオンライ
ン保険相談の収益性は2割近く向上し、過去最高益の更新に
大きく寄与しました。
　「Dynamic OMO」はまた、ペーパーレス化による省資源とオ
ンライン化による物理的移動の削減により、保険募集を従来
になく地球環境負荷の少ない形で実現している事例でもあり
ます。当社のサステナビリティ課題への大きな貢献の一つと考
えています。また当社は、最先端のインシュアテック企業とし
て、2022年には大阪大学基礎工学研究科 石黒教授が代表を
務めるAVITA株式会社と提携し、アバターによる保険相談の
取り組みを始めました。これまでのAVITAの取り組みや石黒研
究室の実証実験では、生身の人間よりも、アバターの方が心を
開いて話しやすいという人が、多数いらっしゃることが分かっ
ています。当社においても、2022年7月よりアバターによる問

「保険業界に革命を起こす」企業

専務取締役 業務開発本部長 櫛引 健

1997年当時のポスティングチラシ。当社は、ポスティングによって保険を「売りに
行く」商品から「買いに来ていただく」商品へと転換いたしました。

技術の進歩とお客様の行動変容に合わせて、保険の情報提供もチラシから
WEBへと進化してきました。

「Dynamic OMO」の説明者側画面。お客様が拡大している部分が青枠で表示さ
れ、説明者側で把握できるようになっています。
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い合わせ対応や保険のコンサルティングサービスを開始して以
降、アバターによる問い合わせからの保険相談アポ獲得率は
電話に比べて2倍超になり、オンライン保険相談におけるコン
サルタント指名予約においてはアバターが最も支持されるな
ど、お客様とのコミュニケーションが円滑に進むことを確認し
ております。

ユニークで強固な事業ポートフォリオにより
保険に関するあらゆる収益機会を獲得

　当社の営業利益の約７割は保険代理店事業が生み出してい
ますが、保険代理店事業から派生した様々な事業も着実に収
益を伸ばしています。まず、メディア事業は、当社が運営する保
険選びサイト「保険市場」を広告媒体として活用したビジネス
です。一日10万人が訪れる「保険市場」は、広告媒体として大き
な価値を持っており、メディア事業はここでの広告掲載料を収
入源としています。メディアレップ事業は、当社が培ってきた
Webマーケティングのノウハウを活かした広告代理店事業で
す。自社開発した保険販売システムを販売するASP事業も、
2018年に立ち上がりました。主な販売先は当社の協業代理店
であり、販売チャネルの強化を目指すとともに、サブスクリプ
ション契約によるストック収入の積み上げを図っています。
BPO事業については、当社が培ってきたお客様とのコミュニ
ケーションノウハウを活用し、保険会社や保険代理店から保全
業務を受注する事業です。現在は独立したセグメントにはなっ
ておりませんが、今後の成長を見込んでいます。最後に再保険
事業は、世界を見渡しても類例のない当社独自のビジネスで
す。当社が保険代理店として販売した保険のリスクを再保険と
して引き受け、保険金支払いにも責任を持つことにより、保険
会社、お客様との関係強化に繋がっています。再保険事業は同

時にASP事業と並ぶストック収入でもあり、フローに左右され
ない収益源としても重視しています。
　当社のユニークで強固な事業ポートフォリオは、保険に関す
るあらゆる収益機会の獲得を狙ったものであると同時に、事業
間のシナジー効果が働きやすいという特徴があります。保険代
理店事業が拡大すると、「保険市場」の価値が高まり、再保険
のボリュームが拡大することで、事業ポートフォリオ全体にプラ
スの影響を与える仕組みになっています。

成長戦略の根幹にある「膨張」ではなく
「深化と進化」の追求という考え方

　当社は、2022年4月に上場20周年を迎えるとともに、東証プ
ライム市場へと移行しました。こうした節目の年を迎えるにあた
り、当社は「中期的な経営目標」を定め、また2023年9月期の
成長に向けて、コンサルティングプラザの増床やコールセン
ター部門の拡充など、多数の成長投資を行ってきました。
　こうした成長戦略の根底にある考え方は、当社は事業規模の
「膨張」や「肥大」は決して追い求めないということです。私たち
が追求しているのは、高効率で高収益なビジネスモデルを持ち、
高品質な企業文化を醸成し、最高のサービスをお客様に提供で
きる企業として、常に「深化」と「進化」を続けていくことです。今
後も、ビジネスモデル、事業ポートフォリオ、成長戦略の絶えざ
る「深化」と「進化」を追求し、総合金融情報サービス業として、
一段上のステージを目指してまいります。

多様な販売チャネルから、お客様にとって最適なものをお選びいただける環境を
整えています。

MEMO
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持続可能な成長戦略

お約束することにも繋がると考えております。
　ROE、売上高経常利益率、配当性向、自己資本比率は、それ
ぞれ資本効率、生産性、株主還元、安定性を示す指標であり、こ
の4つを目標として意識していれば、必然的に増収増益となりま
す。この目標を達成することで、株主の皆様には資本コストを
大幅かつ安定的に上回る株主資本利益率（ROE）による投資
リターンの実現と、安定的かつ高水準の配当をお返しすること
を目指しております。
　当社の創業30周年にあたる2025年に向けて、引き続きKPI
目標の達成に努めてまいります。

投資対象としてのアドバンスクリエイト
～投資家様との対話～

　投資家様との対話においても、当社の高収益性については
非常にご興味を持っていただいております。高収益と高品質こ
そが、投資家の皆様が当社に感じてくださっている魅力ではな
いでしょうか。
　当社の高い資本収益性は、人的資本と知的資本を融合した
ビジネスに支えられています。また、コーポレート・ガバナンス体
制の強化や、安定した財務基盤などの高品質経営も、長期投資
を行う投資家の皆様の信頼に繋がる要因と考えています。
　当社は、売上成長をKPIに掲げておらず、この規模の企業とし
てはより高い成長性を求めたいという投資家の方々もいらっ
しゃるかもしれませんが、我々は規模の成長よりも、高収益かつ
高品質な経営を重視しています。言い換えれば、単なる事業の
「膨張」は追求せず、高い収益性や健全性を伴った「成長」ある
いは「進化」を重視しているということです。
　投資家の皆様には、当社は創業より保険業界に革命を起こ
してきたイノベーターであり、不断のイノベーションを実現する
原動力である人財・人的資本を持つ企業であるということをご
理解いただけますと幸いです。

　取締役 管理本部長の横山でございます。まずは、上場以来
20年間、当社の発展にご協力をいただきました株主様および
投資家の皆様へ厚く御礼申し上げます。上場以来、当社の経営
をご信頼いただき、長期的な視野から当社を支えていただきまし
て、誠にありがとうございます。
　当社は今後も、東証プライム市場上場企業として、また福証、
札証へも重複上場する企業として、株主の皆様との価値協創に
努めると共に、地方創生にも貢献してまいります。

中期的な経営目標
～企業理念を財務指標へ～

　当社の企業理念や成長戦略は、代表取締役社長の濱田、専
務取締役の櫛引よりご説明いたしました通りです。当社は、東
証プライム市場への移行を一つのきっかけとして、こうした成
長戦略、ひいてはその根底にある企業理念を、具体的な「財務
目標」として、投資家の皆様にも「可視化」することが重要だと
考えております。
　そこで当社は、「中期的な経営目標」として、2025年9月期を
目途に、ROE20％以上、売上高経常利益率20％以上、配当性
向50％以上、自己資本比率80％以上という目標を定め、開示
いたしました。成長戦略の進捗状況は、従来より社内では目標
を定め管理してきましたが、これをKPIとして公表することによ
り、社外のステークホルダーの皆様にも目標達成をしっかりと

投資対象としてのアドバンスクリエイト
～株式市場での評価～

　当社は、株主様および投資家の皆様との「長期的な信頼関
係の構築」を経営の最重要課題の一つと考えています。そのた
めには、短期的な株価の上昇ではなく、中長期的な企業価値の
向上が必要不可欠です。そして、実ビジネスで収益を上げ、
1000年続く企業となれるよう進化し続ける企業文化を醸成す
ることこそが、中長期的な企業価値の向上に繋がると考えてお
ります。
　そして、そうした取り組み状況について、投資家様との対話を
行うことも重要です。当社はこれまでも、機関投資家および個
人投資家の皆様との対話の機会を設けており、昨年からは統合
レポートの公表も始めました。2回目となる今年の統合レポート
では、我々の企業理念や価値観を代表取締役社長の濱田が、
成長戦略を専務取締役の櫛引と、経営の現場をリードしている
若手幹部が、成長戦略から、財務資本の創出と株主様との価値
協創に繋げる戦略を私が、そして当社の高品質経営を維持・強
化するコーポレート・ガバナンス体制を中田社外取締役が、各々
の「現場の声」でお伝えしています。
　投資家の皆様に、当社の魅力が伝わるように努めました。投
資家の皆様と、従来以上に密接な意見交換と建設的対話を深
めてまいります。
　当社のPBR（株価純資産倍率）は約3.5倍と、東証プライム
企業平均（1.1～1.2倍）を大きく上回る水準にあります。株主資
本を大きく上回る時価総額となっているということは、株式市
場の皆様が、当社の非財務資本の価値を高く評価していただい
ている結果であると考えております。今回の統合レポートでは、
当社の人的資本や知的資本など、非財務資本がいかに競争力

の強化に繋がっているかを、投資家の皆様にご理解いただきや
すいようご説明しております。
　一方、当社のPER（株価収益率）は約12.5倍と東証プライム
企業平均（14～15倍）に比べて低い水準です。当社の知財・無
形資産に支えられたイノベーションの力と持続的な成長性、
ROEや経常利益率に現れている高収益性をご理解いただいた
投資家の皆様にとっては、株価に上昇余地がある企業として捉
えていただけるかもしれません。
　当社は今後も、財務情報・非財務情報の開示と、投資家の皆
様との対話を通じ、中長期的な企業価値の向上を目指してまい
ります。

非財務情報の開示
～ESGの取り組み～

　当社は創業以来、現在でいう「人的資本経営」に取り組み、ま
た積極的な社会貢献活動を続けてまいりました。昨今、世界の
株式市場でESG情報や非財務情報を重視する動きが加速して
いることは、非常に歓迎すべき流れです。今回の統合レポートで
は、当社の人的資本を中心とした非財務資本の強みを強調させ
ていただきましたが、こうした潮流にあわせ、当社の情報開示に
ついても充実を図ってまいります。
　また今後は、グローバルな経済・社会や技術革新が我々のビ
ジネスに及ぼす影響を改めて精査しながら、当社のサステナビ
リティに関する重要課題（マテリアリティ）の特定なども進めて
まいりたいと考えております。
　非財務情報については、「ESGからみたアドバンスクリエイ
ト」の章で詳細に開示しておりますので、ぜひご覧ください。

上場20周年の節目に、
東証プライム市場への移行と
福証・札証に重複上場
取締役 管理本部長 横山 欣二

当社の創業30周年にあたる2025年9月期を目途に、資本効率、生産性、株主還
元、安定性を示すこれらの目標達成を目指してまいります。

創業以来、「保険業界の革新」を行いながら、堅実に成長してまいりました。 一人当たり経常利益を高めると共に、資本効率を意識した経営により、高PBRを
実現しております。
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当社グループは、経営理念をベースとして人財開発と価値創造の２つのサイクルを回し続け、
ビジョンの実現に向けて邁進してまいります。
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